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本稿は，名古屋高等裁判所に提出した，平成 18 年法律第 83 号による改正前の老
人保健法 42 条 3 項に規定された加算金請求権を中心にした，医療保険各法におけ
る加算金請求権の消滅時効に関する意見書である。いかなる内容の意見書かわかり
やすくするために，上記のタイトルと意見書の目次を付けた。行政法学において，
公法と私法は伝統的な論点であり，また，消滅時効については，一般の民法規定と
異なった明文の法規定の適用をどのように使い分けるかにかかわって，従来から論
じられてきた。しかし，具体的事例において消滅時効に関する規定の使い分けは必
ずしも明らかではなく，本稿は，加算金請求権の消滅時効を事例として検討するも
のである。ただし，本稿の意見書における「本件」は名古屋市が原告である事件を
指しているものの，事件の事実関係などについてはほとんど触れていないことをお
断りしておく。
この意見書の提出後，既に 2018 年 5 月 10 日に名古屋高等裁判所の判決が下され
ており （名古屋高判平成 30 年 5 月 10 日裁判所ウェブサイト，LEX/DB 25449542），確定
している。少し長くなるが，名古屋高判の結論部分を紹介しておく。
名古屋高判は，「本件加算金請求権の法律関係は，本件老保返還請求権と同様，
私法に属する」とする。老人保健「法 42 条 3 項は，民法 704 条の特則として不当利
得（又は不法行為）関係から生じる返還義務（又は損害賠償）の範囲を定めるもの
であって，これを行政上の制裁金ということはできない。法 42 条 3 項が定める加
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算金に，公法上の契約関係における不正請求を抑止するという公法上の目的があ
り，とりわけ改正後に加算金の割合が 1割から 4割に引き上げられたことにより加
算金に不正請求に対する制裁的な意味合いが含まれるに至ったと解することができ
るにしても，それはあくまで不当利得（又は不法行為）における利得返還（又は損
害賠償）の枠内で上記不正請求の抑止を図るものであって，それとは別に行政上の
制裁金としての法的性質を有しているとは解されない。」とした。
また，続けて，「行政上の便宜」に関しては，以下のように判断する。「普通地方
公共団体の権利義務を早期に決済する必要などの行政上の便宜（……）の観点から
見たときには，診療報酬債権が，公法上の契約関係から継続的に発生する債権であ
り，権利義務を早期に決済するという行政上の便宜の要請が妥当するのに対し，診
療報酬等に過払があったときの返還請求権は，支払の原因が欠ける場合に公平の理
念に基づいて発生する債権であることから，その場合にも当事者間の清算を早期に
すべきという要請には合理的根拠が乏しい。法の規定上も，診療報酬等の返還請求
権が早期決済の必要の高い金銭債権と取り扱われていることはうかがわれない。」
とした。
さらに，名古屋高裁の判決が出る少し前の 2018 年 4 月 27 日に厚生労働省保険局
保険課長・同局国民健康保険課長・同局高齢者医療課長から，「保険医療機関等の
不正請求等に係る返還金の回収状況の把握について」（保保発 0427 第 1 号・保国発
0427 第 1 号・保高発 0427 第 1 号）と題する通知と，同日の厚生労働省保険局保険
課・同局国民健康保険課・同局高齢者医療課から「『保険医療機関等の不正請求等
に係る返還金に関するＱ＆Ａ』の送付について」と題する事務連絡が出されてい
る。タイミングの関係で，意見書では，それらには触れていないが，通知の関係す
る部分を紹介しておく。
それは「（1） 過払いが保険医療機関等の不当利得によって生じたものである場合
（不当請求の場合）」と「（2） 過払いが保険医療機関等の不法行為によって生じたも
のである場合（不正請求の場合）」を分け，前者の「不当請求の場合，返還請求権
は民法第 167 条に規定される請求権に該当するため，当該請求権の時効期間は 10
年であること。」とし，「その起算日は支払の行われた日の翌日，すなわち審査支払
機関から保険医療機関等に支払を行った日の翌日となること。なお，保険医療機関
等から返還同意書が提出された場合には，当該明細は債務の承認（民法第 147 条第
3 号）に当たるため，当該明細が地方厚生（支）局に到達した日の翌日が起算日と
なること。」とする。後者の「不正請求の場合，返還請求権（その加算金に係る請
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求権も含む。）は民法第 724 条に規定される請求権に該当するため，当該請求権の
時効期間は 3 年であること。」とし，「その起算日は，損害及び加害者を知ったと
き，すなわち地方厚生（支）局から返還に係る通知を受けた日の翌日となること。
なお，保険医療機関等から返還同意書が提出された場合については，上記（1）と同
様であること。」とする。
上記の名古屋高裁判決や通知などの検討については，他日を期すことにしたい。
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はじめに
本件で問題となっているのは，不正行為を行った医療法人との関係での平成 18
年法律第 83 号による改正前の老人保健法 42 条 3 項に規定された加算金請求権の消
滅時効であり，地方自治法 236 条 1 項の適用があり，5 年間と考えるのか，民法
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167 条 1 項の規定に従い，10 年間と考えるのかである。こういった論点は，従来，
行政法総論において，「公法と私法」として議論されてきた問題であり，消滅時効
は，その一つの典型的な論点であった。このように行政法において，「公法と私
法」というテーマ設定は，伝統的に重要なものであったが，現在では，教科書にお
いて言及されなくなってきている。その理由は，「公法と私法」を解釈論の道具と
して用いることの有用性の低下である。そもそも特定の法律を公法と分類するの
か，私法と分類するのか，その基準自身が明確ではなく，法律にはその趣旨目的が
存在することから，その法的関係の性格に従って，問題を処理する方が妥当と考え
る思考方法が一般的になってきたからである。
以下では，まず，一般的に，公法と私法として議論されている問題の内，債権の
消滅時効にかかわる論点に限定して検討を行い，次に，本件との関係で，老人保健
法 42 条 3 項の加算金請求権について，より具体的な検討を行う。
一　債権の消滅時効に関する最高裁判例
1　伝統的な公法と私法二元論
公法と私法の二元論の伝統的な考え方に従えば，詳細は省略するが，公法上の金
銭債権については，会計法 30 条や地方自治法 236 条の 5 年の消滅時効が適用さ
れ，私法上の金銭債権については，民法の規定が適用された。
しかしながら，このような公法私法二元論については，強力な批判がなされてき
たところである。例えば，塩野は，会計法 30 条について，従来の考え方が「実定
法上の公法と私法の区別を前提として解釈をしている」ことを紹介した後，「この
ような考え方については，その実証的根拠が問題とされるようになった。というの
は，以上の議論は，公法と私法の区別があることを疑わない者には説得力がある
が，日本国憲法の下でははたして従来のような公法と私法の区別が存在しているか
どうか疑っている者にとっては，通用力がないからである。また，会計法 30 条が
あるから公法と私法の区別があるという議論は本末転倒しているという批判が，当
然出てくるのである。」とする1）。また，室井は，「国や地方公共団体の有する債権
の消滅時効についても，当該債権が公法上の債権であるか否かということから法的
解決が行われるべきではなく，会計法 30 条や地方自治法 236 条 1 項の文言の合理
的解釈に基づいて，事の判断は決せられるべきであろう」，「いわゆる公権といわれ
る諸権利も，それらが公法上の権利であることから共通した法的特殊性を有するこ
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とになるのではなく，それぞれの実定法規とそれの定める権利の具体的性格によっ
て，それぞれの法的性格が導かれるのである。」と批判する2）。
公法私法二元論への批判を受けて，最高裁は，以下のように，その判断基準を変
化させてきた。
2　昭和 50 年最判
昭和 50 年最判（最判昭和 50 年 2 月 25 日民集 29 巻 2 号 143 頁）は， 「会計法 30 条が
金銭の給付を目的とする国の権利及び国に対する権利につき 5年の消滅時効期間を
定めたのは，国の権利義務を早期に決済する必要があるなど主として行政上の便宜
を考慮したことに基づくものであるから，同条の 5年の消滅時効期間の定めは，右
のような行政上の便宜を考慮する必要がある金銭債権であつて他に時効期間につき
特別の規定のないものについて適用されるものと解すべきである」とする。
この判決に対して，塩野は，「これは，会計法 30 条の解釈に当たり，公法と私法
の区別は実用性がないことを示した一つの例といえる」と指摘する3）。荒も「従来
の公法・私法の区別が会計法 30 条の決定的要素をなさないことを示している。」と
する4）。また，民法研究者の松本は，「本判決は，公法上の債権か私法上の債権か
を問題とすることなく」，「係争請求権の具体的目的性質に着目した時効規定適用基
準を示しているところに特徴がある。」とする5）。
そして，債権債務ないし法律関係の性質に注目することによって，この判決をそ
れ以前の判決と連続していると説明する者もいる。木村は，「昭和 40 年代の判例に
おいても，公法上の債権であることが決定的な理由になっているわけではなく，
『公法上の債権』ないし『私法上の債権』という表現とは別に，問題となっている
債権債務ないし法律関係の性質が考慮されていると解することは可能である。」と
する6）。
さらに，山本は，昭和 50 年最判は「会計法 30 条の趣旨を，会計上の便宜とは重
なるものの若干ずれる『行政上の便宜』，つまり，国が私人に対して行政目的によ
り作用を行う関係を早期に，また画一的に安定させることに見出すのであろう。」
と指摘し，結局，「消滅時効期間を区別するとすれば，消滅が問題となる債権（法
関係）の特性によって区別するべきである。」とする7）。より詳細な説明として，
原田は，昭和 50 年最判について，「通常説かれているような，公法上の金銭債権の
時効に関する一般規定とみる必要はない。むしろ国（地方公共団体）にかかわる債
権のうち時効に関し他に適切な適用法条のないものに適用される補足的規定である
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とみる方が素直である。つまり，国に対する金銭債権のうち民法その他の法律（商
法・労働基準法など）の時効規定になじまない金銭債権―たとえば大量的反覆的
に画一処理される債権とか，権力により一方的に徴収される債権―に適用される
定め」であり，「伝統的意味での公権と私権の区分に厳格に対応した規定とは認め
られない。」とする8）。
3　平成 17 年最判
その後，平成 17 年最判（最判平成 17 年 11 月 21 日民集 59 巻 9 号 2611 頁）は，「公
立病院において行われる診療は，私立病院において行われる診療と本質的な差異は
なく，その診療に関する法律関係は本質上私法関係というべきであるから，公立病
院の診療に関する債権の消滅時効期間は，地方自治法 236 条 1 項所定の 5年ではな
く，民法 170 条 1 号により 3年と解すべきである。」とした。
この判決が，昭和 50 年最判とは異なり，「私法関係」に言及していることについ
ては，以下のような理解がされてきた。塩野は，「最高裁判所としては形式論理は
従来のそれを復活させつつ〔つまり公法と私法二元論―榊原〕，本件は会計法 30
条，地方自治法 236 条の 5年よりも短期の 3年の消滅時効（民法 170 条 1 項）の適
用事例であること，原告（地方公共団体）の主張する経営の健全性は行政上の便宜
とは別であるという実質的判断をしていることがうかがわれる。」と整理し，「50
年判決を引用して，本件では行政上の便宜の観点からみても私立病院と異なる会計
上の特別の配慮をする必要がないといえばすむことである。」と指摘する。
山本も，平成 17 年最判を，昭和 50 年最判が「会計法 30 条（本件では地方自治
法 236 条 1 項）の適用範囲を狭める方向で『行政上の便宜』の基準を従来の『私法
上の金銭債権』の基準に加えたと解釈した」と理解し，その上で，「本件では『私
法上の金銭債権』の基準の方を用いたと読むのが穏当であろう。」と指摘する。
木村は，昭和 50 年最判と平成 17 年最判を紹介し，平成 17 年最判について，「そ
こでは，『私法関係』という言葉が使われているので，伝統的な学説に逆戻りして
いる感もある」としつつも，「民法の時効期間が会計法や地方自治法の時効期間よ
りも短い場面であり，最高裁の立場は，《公法関係と私法関係の区分にとらわれず
に，法律関係の実質に即して判断する》 という意味では一貫しているといえよう。」 
とする9）。また，木村は，「本件の診療費等の債権は，大量かつ反復的に発生する
ものであるから，昭和 50 年判決のいう 《行政上の便宜》 が考慮されるべき債権に
該当するとも言いうるが，本件は民法上の時効の方が地方自治法上の時効よりも早
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期に完成する場面であり，なおかつ民法 170 条の短期消滅時効も当事者の事務処理
上の便宜を考慮したものと解されるから，《行政上の便宜》 の基準を当てはめても
同じ結論になったと思われる。」とする10）。
以上のように，現在の観点からすると，公法と私法を区別するにしても，特定の
法関係を公法か私法かに分類するといった問題ではなく，結果として会計法 30 条
や地方自治法 236 条の 5年の消滅時効の適用のあるものを「公法」とラベリングし
ているように考えられる。そして，会計法 30 条や地方自治法 236 条の 5 年の消滅
時効の適用の有無については，実質的に「行政上の便宜」，すなわち，大量的反復
的に画一処理される債権，権力的に徴収される債権で，迅速に処理することが必要
であるか否かといった基準で判断されることになる。
二　加算金請求権の消滅時効の検討
1　法律条文の文言と平成 23 年最判―類似の法制度との比較
（1）　条　　文
具体的な法律条文の文言をまず確認しておきたい。老人保健法と同様の「不正利
得の徴収等」は，同時期の国民健康保険法，健康保険法，介護保険法，老人保健法
が廃止された後の高齢者の医療の確保に関する法律等にみられる。
平成 10 年法律第 109 号において，老人保健法，国民健康保険法，健康保険法，
介護保険法等における加算金割合が 10% から 40% に引き上げられ，老人保健法
42 条 3 項の条文を確認すると，それは，「市町村は，保険医療機関等……が偽りそ
の他不正の行為により医療に関する費用の支払，……を受けたときは，当該保険医
療機関等……に対し，その支払つた額につき返還させるほか，その返還させる額に
100 分の 40 を乗じて得た額を支払わせることができる。」と規定していた。「その
支払つた額につき返還させるほか，その返還させる額に 100 分の 40 を乗じて得た
額を支払わせることができる。」と同様の規定は，国民健康保険法 65 条，健康保険
法 58 条，後述する平成 20 年法律第 42 号による改正前の介護保険法 22 条，老人保
健法が廃止された後の高齢者の医療の確保に関する法律 59 条等にみられた。注目
すべきは，老人保健法 42 条 1 項・2 項等が「徴収」といった文言を使用している
のに対して，同条 3項等の規定が「徴収」という文言を使用しておらず，同項が同
条 1項・2項等とは異なる対応をしていると理解できることである。
その後，介護保険法に関しては，平成 20 年法律第 42 号により，同法 22 条 3 項
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が改正され，「その支払った額につき返還させるべき額を徴収するほか，その返還
させるべき額に 100 分の 40 を乗じて得た額を徴収する」と改正され，「徴収」とさ
れたが，「徴収」の表現を用いたのは，従来は，民事執行の手続によるほかなかっ
たのを，同法 144 条による「保険料その他この法律の規定による徴収金」として滞
納処分が可能となるようにしたものと理解されている11）。
（2）　実務，学説と平成 23 年最判
これらの条文をどのように解釈するかが問題となるわけであり，実務の取扱いか
ら確認しておきたい12）。まず，老人保健法については，加算金割合が 4 割に引き
上げられる前のものであるが，老人保健法 42 条 3 項は「民事上の債権である返還
金及び加算金について規定している」，「第 42 条第 3 項の返還金及びその加算金は
一般の私債権であるから 10 年の消滅時効である（民法第 167 条）」と説明されてい
る13）。
また，国民健康保険法の加算金割合が 4割に引き上げられた後のものとして，国
民健康保険法 65 条 3 項について，「本条第三項の規定による保険医療機関等の返還
および 40% の加算金は，民法上の不当利得（第 704 条）の特則として定められて
いるものであり，同項の規定がなければ民法が適用になる私債権である。」と説明
されており14），老人保健法においても同様の理解であると思われる。さらに，「徴
収」すると法改正される前の介護保険法に関して，平成 17 年 1 月 31 日付け厚生労
働省老健局介護保険課長「介護保険法第 22 条第 3項の解釈について（回答）」にお
いても，「本規定により，市町村が，指定居宅サービス事業者等に対しその支払っ
た額を返還させ，又は加算金を支払わせる行為については民法上の不当利得（第
704 条） の特則として定められているもの」 であるとされている （平成 18 年 10 月 6 日
付け厚生労働省老健局介護保険課・事務連絡 「介護保険法第 22 条第 3項の返還金等の取扱
いに係るＱ＆Ａについて」においても同様である）。
下級審判決においては，国民健康保険法に関する東京地判平成 22 年 12 月 17 日
裁判所ウェブサイトが，返還請求権および加算金について，「悪意の受益者の受け
た利益及びその法定利息の支払と損害賠償義務を定めた民法 704 条の特則としてそ
の支払が求められるものと解される」とした。また，介護保険法に関して，さいた
ま地判平成 22 年 6 月 30 日判例地方自治 345 号 63 頁が，「同条 3 項はあえて同条 1
項及び 2項とは別個の法的扱いとする趣旨で上記のように規定していると解すべき
であり，同条 3項に定められた返還請求は公法上の債権とはせず私法上の債権とし
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て規定したものと解するのが相当である。」とし，京都地判平成 18 年 9 月 29 日裁
判所ウェブサイトも，不当利得返還請求権であることを前提に判断を行っている。
他方，学説には，不当利得説を否定するものがある。岩村は，「医療機関等によ
る診療報酬等の不正請求の場合に認められる加算金（健保 67 条ノ 2第 3項等）は， 
もともとは，不当利得返還請求債権の利息（法定利率年利 5%）の特則とされ，当
初 1 割であった。」 とし， 1998 年法改正で 4 割に引き上げられたことにかかわって， 
「これは，補助金の返還の場合の加算金（年 10.95%。補助金適
〔ママ〕
性化法 19 条 1 項）
に比べてはるかに高率であり，無申告加算税の場合の重加算税のそれに相当する
（税通 68 条 2 項）。こうした点を考慮すると，この 4 割の加算金を法定利率の特則
と解するのはもはや困難であり，法改正の趣旨も踏まえるならば，医療機関等によ
る不正請求の一般的な抑止を目的とした制裁措置（懲罰的な損害賠償に近いもの）
と見るのが適切であろう。」とする15）。
このような状況で，介護保険法 22 条 3 項にかかわる平成 23 年最判（最判平成 23
年 7 月 14 日集民 237 号 247 頁〔判時 2129 号 31 頁〕）は，「介護報酬は所定の要件と基
準を満たす場合に市町村から事業者に対して支払われるものであり（介護保険法 41
条，46 条），これを欠いた支払が事業者に対してされた場合には，市町村は事業者
に不当利得の返還を求め得ると解される。そして，介護保険法 22 条 3 項は，事業
者が上記支払を受けるに当たり偽りその他不正の行為をした場合における介護報酬
の不当利得返還義務についての特則を設けたものと解される。そうすると，事業者
が同項に基づき介護報酬の返還義務を負うものと認められるためには，その前提と
して，事業者が介護報酬の支払を受けたことに法律上の原因がないといえる場合で
あることを要するというべきである。」とする。つまり，介護保険法 22 条 3 項は，
「介護報酬の不当利得返還義務についての特則を設けたもの」と理解している。
2　本件地裁判決と不正行為を行った医療法人が同じ
類似の事件の地裁判決 　　　　　　　　　　
次に，本件の地裁判決や不正行為を行った医療法人が同じ類似の事件の名古屋地
裁判決の考え方を確認すると，名古屋地裁の民事部ごとに大きく三つの類型の判断
に分かれる。争われている法律は，事件により異なり，また，老人保健法だけでは
ないが，後の検討のために必要な老人保健法と国民健康保険法の関係部分に限定す
る。
第一は，老人保健法に関する本件名古屋地判（名古屋地判平成 29 年 9 月 15 日平成
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28 年（ワ）第 3511 号）と，国民健康保険法に関する春日井市事件名古屋地判（名古屋
地判平成 29 年 9 月 15 日平成 28 年（ワ）第 3437 号）である。第二は，老人保健法に関
する岡崎市事件名古屋地判（名古屋地判平成 29 年 7 月 19 日平成 28 年（ワ）第 3433 号）
である。第三は，国民健康保険法と老人保健法に関する犬山市事件名古屋地判（名
古屋地判平成 29 年 7 月 28 日平成 28 年（ワ）第 3746 号）と，老人保健法に関する豊山町
事件名古屋地判（名古屋地判平成 29 年 8 月 8 日平成 28 年（ワ）第 4303 号）である。
（1）　消滅時効を 5年とするもの
第一に， 本件名古屋地判は， 「民法 704 条は， 悪意の受益者に対し， 不当利得金に
対する年 5 分の割合による法定利息を請求できると規定しているのに対し， 法 42 条
3 項後段は， 返還させる額に 100 分の 40 を乗じて得た額を支払わせることができる
と規定し，民法 704 条の規定する法定利息よりもはるかに高い割合による加算金の
支払を許容している。また，……加算金について，従前，返還させる額に 100 分の
10 を乗じた額を支払わせることができると定められていたのが，平成 10 年法律第
109 号により，返還させる額に 100 分の 40 を乗じた額を支払わせることができる
と改正されている。
これらのことに照らせば， 法 42 条 3 項後段で規定する加算金の付加は， 民法 704
条の特則と評価することは困難で，むしろ，これとは全く別の観点から，不正請求
を行った保険医療機関等に対する制裁で，これにより，保険医療機関等による不正
請求を抑止する趣旨と考えられるから，法 42 条 3 項の規定によって創設された公
法上の債権というべきである。
したがって，本件加算金請求権は，法 42 条 3 項後段により発生する公法上の債
権であり，時効期間について特別の定めがない以上，行政上の便宜を考慮して定め
られた地方自治法 236 条 1 項（5 年の消滅時効期間）が適用されると解すべきであ
る。」とする。
また，春日井市事件名古屋地判は，「原告は，① 国民健康保険分の返還請求権及
び加算金請求権は，保険医療契約と表裏の関係にあり，保険医療契約が準委任契約
という私法上の関係にあるから，加算金請求権も民法 704 条及び損害賠償額の予定
（民法 420 条）の特則として私法上の請求権である，② 地方公共団体ではない国民
健康保険組合，全国健康保険協会及び健康保険組合等の加算金請求権との均衡から
も，国民健康保険法 65 条 3 項後段の加算金請求についてこれらと同様に私法上の
請求権と解すべきであると主張する。
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しかし，……国民健康保険法 65 条 3 項後段で規定する加算金の付加は，不正請
求を行った保険医療機関等に対する制裁で，これにより，保険医療機関等による不
正請求を抑止する趣旨であることからすれば，加算金請求権を国民健康保険法 65
条 3 項前段の返還請求権と同一のものとみることはできないし，地方公共団体では
ない国民健康保険組合，全国健康保険協会及び健康保険組合等の加算金請求権と，
国民健康保険法 65 条 3 項後段の加算金請求権との均衡を図らなければならない理
由は見いだせない。」とする。
（2）　私債権であるとして，消滅時効 10 年とするもの
第二に，岡崎市事件名古屋地判は，老人保健法 42 条 3 項の規定は，「保険医療機
関等が不正請求により診療報酬を利得した場合の加算金について，民法 704 条に適
用される法定利率を超える割合を定めた点に意義のある規定であり，過払に係る診
療報酬の返還義務の発生要件及び効果に関して，民法が定める不当利得返還制度と
何ら異なる定めをするものではない（最高裁平成 21 年（行ヒ）第 401 号同 23 年 7 月
14 日第一小法廷判決・集民 237 号 247 頁参照。……）。」とする。
そして，老人保健「法 42 条 3 項が民法 704 条の特則であって不当利得返還制度
の一環をなす規定であるのか，あるいは，民法 704 条とは全く別個の公法上の債権
を創設的に定めた規定なのかによって，本件加算金請求権の法的性質は変わり得
る。……法 42 条 3 項と同旨の規定は，医療保険各法に定める診療報酬債権が不正
受給された場合に関しても設けられているところ，医療保険各法に定める加算金の
請求権の中には，健康保険組合が保険者である場合など，私法上の債権と解される
ものも含まれる（仮に，健康保険組合が有する加算金の請求権を公法上の債権とす
るならば，時効期間に関する規定など，それに応じた特別の規定が設けられている
はずであるが，そのような規定は存在しない。）。そうすると，医療保険制度の維持
管理という目的を達成するために特別の効果が定められていることを前提として
も，加算金の請求権が公債権に当たると直ちにいうことはできない。また，通常か
つ最小限の損害賠償を確保する趣旨と，行政上の制裁目的は併存し得るのであっ
て，後者の目的があるからといって，法 42 条 3 項が民法 704 条と全く別個の債権
を創設的に定めた規定であると即断することもできない。むしろ，加算金の請求権
が発生する根拠となる不正請求に係る診療報酬の返還請求権は民法 703 条に基づく
不当利得返還請求権（……）であることからすれば，基本的には，加算金の請求権
についても，同様に私法上の債権としての性質を有すると解するのが相当である。
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そして，加算金の額は，法改正前（1 割）の 4 倍となっており，制裁という側面が
強くなったことは否定できないものの，法改正後においても不当利得額の 4割にと
どまっており，なお診療報酬の返還請求権に従たる権利たる性質を失っていないこ
とに照らせば，法 42 条 3 項は，独立した公法上の債権を創設した規定であるとま
ではいえず，主たる権利である診療報酬の返還請求権と同様に私法上の債権として
の性質を有しているものと認められる。」とする。
（3）　「行政上の便宜」が存在しないとして消滅時効 10 年とするもの
第三に，犬山市事件名古屋地判である（豊山町事件名古屋地判の基本的な部分も，
犬山市事件名古屋地判の老人保健法部分と同様であるので，紹介は省略する）。この判決
は，上記（2）が，公法私法二元論を前提にした判断をするのに対して，それとは異
なり，端的に，「行政上の便宜」の必要性を検討したものと考えられる。
犬山市事件名古屋地判は，国民健康保険分について，「国民健康保険法 65 条 3 項
は，民法 703 条及び 704 条の特則を設けたものと解され，同項による診療報酬等の
返還請求は私法関係の巻き戻しであること，国民健康保険法 65 条 3 項に基づく加
算金請求権は，保険医療機関等が偽りその他不正の行為によって療養の給付に関す
る費用等の支払を受けたことにより直ちに発生するのであり，その発生に行政処分
等が行われないこと（同法 91 条 1 項，103 条参照），……国民健康保険法 65 条 3 項
が規定する返還請求権について滞納処分の例によることができないものと解される
こと，……加算金請求権が頻繁かつ大量に発生することは想定していないから，同
項に基づく加算金請求権について権利義務の早期決済という行政上の便宜を考慮す
る必要はないことに徴すれば，同項に基づく加算金の支払義務も，民法 704 条の悪
意の受益者が支払うべき法定利息の支払債務の特則ないしこれに準ずるもの（制裁
的な政策的考慮から年 5分を 4割にしたもの。）と解するのが相当であ」るとする。
次に，老人保健分について，「老人保健法 42 条 1 項及び高齢者の医療
〔ママ〕
に関する法
律 59 条 1 項は，……保険医療機関等が支払を受けるに当たり偽りその他不正の行
為をした場合における診療報酬等の不当利得返還請求権についての民法 703 条及び
704 条の特則を設けたものと解される。したがって，老人保健法 42 条 1 項及び高
齢者の医療
〔ママ〕
に関する法律 59 条 1 項に基づく診療報酬等の返還請求権は，私法上の
債権たる診療報酬等の支払に法律上の原因がない場合の法律関係の巻き戻しである
から，その法的性質は，私法上の債権と解するのが相当である。」とし，このこと
は，平成 23 年最判，老人保健法 42 条や高齢者の医療の確保に関する法律 59 条に
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おける「徴収」という規定の有無から国税徴収の例により徴収することはできない
ことからも裏付けられるとする。
「また， 老人保健法及び高齢者の医療
〔ママ〕
に関する法律は， 適正な運用の中で頻繁に
保険医療機関等によって不正行為が行われることを想定しているわけではなく，老
人保健法 42 条 3 項又は高齢者の医療の確保に関する法律 59 条 3 項に基づく返還請
求権及び加算金請求権が頻繁かつ大量に発生することは想定していないから，権利
義務の早期決済という行政上の便宜を考慮する必要はないというべきである。」と
する。
3　具体的な論点の検討
上記の諸判決も参照して，具体的な論点を順に検討していく。
（1）　制裁的機能と債権の法的性格
本件名古屋地判は，先にみた岩村説を採用していると思われる。平成 23 年最判
に対する岩村のコメントも参照しつつ16），その内容を確認し，検討しておきたい。
本件名古屋地判は，加算金割合が 4割となったことから，加算金を「不正請求を
行った保険医療機関等に対する制裁で，これにより，保険医療機関等による不正請
求を抑止する趣旨」のものと理解する。しかし，加算金割合が 1割の段階と法改正
で 4割に引き上げられた段階とで，加算金請求権の法的性格が変化したとするもの
かは必ずしも明確ではない。改正された介護保険法のように「徴収」とされること
によって，加算金請求権の法的性格が変化したとすることは可能であるものの，加
算金割合の変化のみでは，制裁機能が強化されたことは否定できないが，それに
よって債権の法的性格が変化したとまではいえないと考えられる。また，岡崎市事
件名古屋地判が指摘するように，「通常かつ最小限の損害賠償を確保する趣旨と，
行政上の制裁目的は併存し得るのであって，後者の目的があるからといって，法
42 条 3 項が民法 704 条と全く別個の債権を創設的に定めた規定であると即断する
こともできない」と考えるべきである。さらに，岩村は，本判決に対して，加算金
については不正請求の一般的な抑止を目的とした「制裁措置」であることを述べ，
この規定は，懲罰的な損害賠償に近いものとしているものの，公債権と論じている
わけではないし，まして，迅速性が要求されるとして，短期消滅時効に服すべきこ
とを主張するものでもない17）。
既にみてきたように，平成 23 年最判は，介護保険法 22 条 3 項を「介護報酬の不
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当利得返還義務についての特則を設けたもの」と理解するものであり，その評釈
や18），岡崎市事件名古屋地判のように，その特則は加算金についても妥当すると
理解できる。また，先に触れたさいたま地判平成 22 年 6 月 30 日判例地方自治 345
号 63 頁も，介護保険法に定められた徴収金については，滞納処分が認められ，徴
収金に関する処分に不服がある者は，介護保険審査会に審査請求をすることがで
き，介護保険法 22 条 1 項及び 2 項が，「徴収」と規定するのに対して，同条 3 項
は，支払った額につき「返還させる」ことができると規定するにとどまり，同条 3
項に定められた返還請求は私法上の債権として規定したもので，「このように解す
ることは，同項に定める返還金及び加算金を徴収金として公法上の債権に位置付け
るべく，平成 20 年法律第 42 号による改正後の同項が『徴収することができる』と
規定していることにも整合する。」とし，また，「原告は， 介護保険法 22 条 3 項が
民法上の不当利得返還請求権と異なる発生要件を定め，加算金の支払という制裁を
認めていることから，同項が公法上の債権を定めたものであると主張するが，同項
が民法上の不当利得返還請求権と異なる要件及び効果を定めていることのみをもっ
て，同項に基づく返還請求が私法上の債権であることが否定されるものではない。」 
としていた。
（2）　類似の法制度における健康保険組合等が加算金を請求する法主体となる可能性
そもそも民間組織が加算金を請求する法主体となる可能性があるのであれば，加
算金請求権は公法上の債権ではなく，「行政上の便宜」も認められない。先に紹介
した岡崎市事件名古屋地判は，老人保健「法 42 条 3 項と同旨の規定は，医療保険
各法に定める診療報酬債権が不正受給された場合に関しても設けられているとこ
ろ，医療保険各法に定める加算金の請求権の中には，健康保険組合が保険者である
場合など，私法上の債権と解されるものも含まれる」ことを指摘している。
他方，春日井市事件名古屋地判においては，「地方公共団体ではない国民健康保
険組合，全国健康保険協会及び健康保険組合等の加算金請求権と，国民健康保険法
65 条 3 項後段の加算金請求権との均衡を図らなければならない理由は見いだせな
い。」とするが，問題は，両者の「均衡を図る」こと自体ではなく，債権の法的性
格であり，同じ仕組みが採用されているにもかかわらず，異なる法的性格を有する
ものと理解できるかである。つまり，同じ仕組みであっても，法主体の法的性格の
相違によって消滅時効が異なると理解するのであれば別であるが，昭和 50 年最判
や平成 17 年最判は，消滅時効の適用に関して，単に法主体の法的性格の相違に
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よって区別する立場になく，むしろ，法主体の法的性格の相違があっても，民間団
体に同じ仕組みが採用されていることから，法主体の法的性格の相違にもかかわら
ず，消滅時効については民法の規定によるとするものと理解できる。そうだとすれ
ば，国民健康保険法に関して，地方公共団体ではないものの加算金請求権の消滅時
効に民法が適用されるのであれば，地方公共団体の加算金請求権の消滅時効にも民
法の規定が適用されるべきであり，また，加算金請求権について同様の仕組みを有
する老人保健法でも，市町村の加算金請求権の消滅時効については，民法の規定が
適用されるべきである。
（3）　「行政上の便宜」の不存在―大量反復性・画一性と迅速性
昭和 50 年最判や平成 23 年最判からは，地方自治法 236 条 1 項の適用があるとす
るためには，加算金請求権の大量反復性などから迅速性が要求されるといった「行
政上の便宜」の存在が必要となる。公法私法二元論に立つ場合にも，このような意
味での「行政上の便宜」が存在するものが公債権とされることになる。しかし，老
人保健法に基づく加算金請求権の場合には，そのような「行政上の便宜」は存在し
ない。このことは，「老人保健法……は，適正な運用の中で頻繁に保険医療機関等
によって不正行為が行われることを想定しているわけではなく，老人保健法 42 条
3 項……に基づく返還請求権及び加算金請求権が頻繁かつ大量に発生することは想
定していないから，権利義務の早期決済という行政上の便宜を考慮する必要はな
い」とする犬山市事件名古屋地判から明らかである。
さらに，国の監査による不正請求の判明と不利益処分，県からの処分結果の通知
と返還同意書（写）による通知を受けて，市町村による返還請求といった通常の過
程を考えてみると，一連の過程について市町村のみで対応しているわけではなく，
監査の開始から市町村による請求に至るまでに必然的に相当な時間を要するものと
なっており，その過程は迅速性を求めるものとはなっていない。そして，本件のよ
うに，加算金請求権が短期消滅時効に服するとすると，容易に短期消滅時効により
加算金が請求できなくなるという支障が生じると考えられる。
先に説明したように，平成 20 年法律第 42 号による介護保険法改正においては，
加算金について，「徴収する」とし，強制徴収を可能にするような仕組みが採用さ
れているが，介護保険法とは異なり，強制徴収を可能にするような政策を採用しな
い場合には，迅速性を重視しているということはできないと考えられる。
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結　　論
以上，検討してきたように，老人保健法 42 条 3 項の「返還させる額に 100 分の
40 を乗じて得た額」の加算金請求権については，加算金の制裁機能が強化された
ことは否定できないとしても，それのみで消滅時効に影響を与えるものではなく，
不当利得返還請求権の特則として，加算金請求権は私債権として理解でき，また，
類似の法制度における健康保険組合等が加算金を請求する法主体となる可能性から
も，やはり加算金請求権は私債権として考えるべきであり，さらに，大量反復性・
画一性や迅速性の要求といった「行政上の便宜」を考慮する必要性はないことか
ら，その消滅時効には，地方自治法 236 条 1 項の適用があるのではなく，民法 167
条 1 項の規定が適用されると考えられる。
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